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２０１７年 ８月２９日 

 

広島大学長 

越智 光夫 殿 

 

                                広島大学教職員組合 

                                執行委員長 坂元 国望 

 

附属学校間異動に係る経済的負担弁済の再要求 

 

 貴職の日頃の奮闘と当組合活動へのご理解・ご協力に敬意を表します。 

 さて、平成２９年８月２日付けの貴回答について、納得できない部分がありますので、以下の再要

求を行います。文書による回答を２０１７年（平成２９年）９月１０日までに求めるとともに、回答

内容についての説明のための団体交渉を同１７日までに開催してください。 

 

記 

１） 異動前の住居から通勤している者（５名中２名 B 氏及び C氏） 

組合員である B氏、C氏について、提案額では往復新幹線料金の半額しか支払われません。

６月１６日の団体交渉で組合側が述べたように、これまで附属学校園間の異動はほとんど行わ

れておらず、特に翠・福山間の異動はほぼ全くなかったと言ってよい状況です。また翠・福山

間の異動は、東広島・東千田間や東広島・霞間に比べて倍以上の距離があり、従来の学内異動

とそれに対処する通勤手当構造が想定する範囲をはるかに超えています（例えば「職員給与規

則」第 30条では「通勤時間が 90 分以上となり，かつ新幹線鉄道等を利用することにより，通

勤時間が 30 分以上短縮されると認められる者」を新幹線通勤の対象としているが、翠・福山

間の場合は通勤時間が150分、新幹線を利用することによる短縮効果は90分である）。本来は、

このような異動を始めるに当たっては、これにより教職員に経済的負担がかからないよう、就

業規則を改定すべきところ（例えば、「異動が命じられたことにより通勤時間が 120 分以上と

なり，かつ新幹線鉄道等を利用することにより，通勤時間が 60 分以上短縮されると認められ

る者」については新幹線料金の全額を支給する、等）、それを怠っていたのは全く大学側の落

ち度です。さらに当該組合員は異動にあたって「配置換」でなく「研修」と告げられていたた

め短期間での異動終了を想定しており、単身赴任手当の申請も検討していません。 

以上のように、大学側に起因する事象によって生じた避けられない支払い行為に対しては、

大学が全額補償するのが当然です。往復分の新幹線料金の支払いを求めます。 

交通費（月額） 

B氏 実費 106,683 円－大学提案額 85,007 円＝自己負担額（持ち出し）21,676 円 

C 氏 実費 101,730 円－大学提案額 81,227 円＝自己負担額（持ち出し）20,503 円 
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２） 転居した者（２名 F 氏、G氏） 

組合員である F氏、G氏については、提案額では今回の急な異動通告のため発生した 4月分

家賃の二重払い（引越し前と引越し先の 2か所）が考慮されていません。これについては 2か

所分の支払いを求めます。また、F氏は 4月前半は広島市内のホテルを拠点に勤務しており、

福山―広島間の通勤手当も受給していません。したがって 4月 6日の福山への離退任式への交

通費の全額の支給を求めます。 

 

以 上 


